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学校法人青葉学園におけるコンプライアンス推進規程 

 

第１章 総則  

（目的） 

第１条 この規程は、公益通報者保護法（平成 16年法律第 122号。）に基づき、学校法人青

葉学園（以下「学園」という。）における公益通報について同法に基づく取扱いを定める

とともに、同法の対象外の事項についても学園におけるコンプライアンスの推進に寄

与する通報に関する取扱い及び関連する事項を定め、もって健全で適正な法人運営及

び学園の社会的信頼の維持に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。  

一 法令等 公益通報者保護法及び学園の業務に関わる法令、学園の規程・規則及びそ

の他これに準ずるもの（以下「規程等」という。）並びに学園の業務に対して社会的

に要請される倫理及び行動規範をいう。  

二 コンプライアンス 法令等を遵守し、社会において誠実で良識ある行動をとること 

をいう。 

三 コンプライアンス事案 法令等を遵守していない又は遵守しないおそれのある行

為又は事実をいう。 

四 役職員 学園の役員及び職員(常勤・非常勤を問わず。派遣契約その他の契約に基

づき学園の業務に従事する者及び通報の日前一年以内に職員であった者を含む。)を

いう。 

五 学生 大学において修学するすべての者(留学生、科目履修生等を含む。)をいう。  

六 構成員 前四、五に規定する役職員及び学生をいう。 

七 部局 東京医療保健大学(以下、「大学」という。)の学長戦略本部、各学部、各学

科、各研究科、助産学専攻科、総合研究所、各センター、附属図書館、事務局、ＩＲ

推進室及び内部監査室、幼稚園、学園野沢幼保連携型認定こども園(以下、「野沢こど

も園」という。)をいう。 

八 部局長 前号の部局の長をいう。  

（コンプライアンス基本方針）  

第３条 構成員は、学園が社会からの要請及び期待に応えていくため、常にコンプライ

アンスの重要性を認識し、誠実に行動しなければならない。  

 

第２章 コンプライアンス推進体制 

（コンプライアンス最高管理責任者） 

第４条 学園のコンプライアンスの推進におけるコンプライアンス最高管理責任者（以

下「最高管理責任者」という。）は、理事長とする。  

（コンプライアンス統括管理責任者） 
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第５条 本学に、最高管理責任者を補佐し、コンプライアンスの推進に関する業務を統

括するため、コンプライアンス統括管理責任者（以下「統括管理責任者」という。）

を置き、副理事長をもって充てる。 

 （コンプライアンス推進責任者）  

第６条 学園に、コンプライアンス推進責任者（以下「推進責任者」という。）を置き、

部局長をもって充てる。  

２ 推進責任者は、その所掌する部局におけるコンプライアンスの推進に関する業務を

統括するものとする。 

(理事会の役割) 

第７条 コンプライアンスの推進に関する重要事項は、理事会において定めるものとす

る。 

 

第３章 コンプライアンス事案の防止措置 

(防止措置) 

第８条 最高管理責任者は、コンプライアンス事案を防止する観点から、構成員に対し、

コンプライアンスの重要性に関する認識を高め、遵守すべき法令等に関する理解を増

進するために必要な措置を講じるものとする。 

２ 最高管理責任者は、前項の職責を遂行するため、統括管理責任者及び推進責任者に

対し必要な指示を行うものとする。 

(内部監査) 

第９条 最高管理責任者は、必要に応じ、全学園又は特定部局のコンプライアンスに関

し、内部監査を実施することがある。 

２ 内部監査は、内部監査室において実施するものとする。 

   

第４章 コンプライアンス事案への対応  

(通報受付窓口の設置等) 

第１０条 最高管理責任者は、第１１条に規定する通報に係る受付窓口や手続き等に

ついて、構成員に対し、ホームページ等により周知するものとする。 

(通報受付窓口)  

第１１条 最高管理責任者は、学園におけるコンプライアンス事案に係る通報の受付、

調査及びその是正に必要な措置を取る業務(以下「通報対応業務」という。)を担当す

る通報受付窓口を設置し、次の各号に定める者を通報対応業務従事者として指定し配

置する。 

一 通報受付窓口責任者 統括管理責任者 

二 通報受付管理者 事務局長 

三 通報受付担当者 大学総務人事部長、幼稚園及び野沢こども園事務長 

２ 他の規程等において通報受付窓口を別に定めている場合は、当該規程等の定める

ところにより処理するものとする。 
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３ 前２項に定める通報受付窓口のほか、外部の機関に通報を受け付ける窓口を設置

することができるものとし、必要な事項は別に定める。 

４ 通報受付管理者は、通報受付窓口責任者及び通報受付担当者との連絡調整を図る

とともに、前２項に定める他の規程等に基づく通報受付窓口との適切な連携に努め

るものとする。 

(通報対応業務従事者の義務等) 

第１２条 前条第１項に定める通報対応業務従事者又は通報対応業務従事者であった

者は、正当な理由なく、その通報対応業務に関して知り得た事項であって通報者を

特定させるものを漏らしてはならない。 

２ 通報に関する書面及び電子媒体による記録情報の保管やそれらへのアクセスに関

する権限については、通報対応業務従事者のみが有するものとする。又、通報対応

業務従事者は取り扱う記録情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他記録情報の安

全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

(通報) 

第１３条 構成員は、コンプライアンス事案を把握した場合、第１１条に定める通報

受付窓口の通報受付担当者に通報することができる。 

２ コンプライアンス事案に第１１条第１項に定める通報受付管理者又は通報受付担

当者が関与又は関与する恐れがあると思われる場合及び役員が通報する場合におい

ては、構成員は、通報受付窓口責任者を兼ねる統括管理責任者に通報することがで

きる。 

３ コンプライアンス事案に係る通報を行う者(以下「通報者という。」)は、通報受

付窓口に対し、電話、電子メール、ファクシミリ、書面又は口頭により通報するも

のとする。その際に、書面により通報する場合には、自らの氏名及び連絡先、その

他必要事項を記載した通報シート(別紙様式第１号)を適宜活用できる。 

４ 構成員は、虚偽の通報、個人的利益を図る通報、他人を誹謗中傷する通報及びその

他不正の目的をもった通報をしてはならない。 

(通報の受付) 

第１４条 通報受付窓口は、前条により通報を受け付けたときは、速やかに通報受付

窓口責任者を兼ねる統括管理責任者から最高管理責任者に、その内容(通報者に係る

情報は削除したもの)を報告するとともに、受け付けた旨を通報者に通知しなければ

ならない。ただし、当該通報者が匿名であって連絡先が不明の場合には、この通知

は行わないものとする。 

２ 前項の通報を受け付ける場合において、通報受付窓口は、通報者に対し通報内容

の聴き取りや関係する資料の提出を求めることがある。 

３ 通報受付窓口は、通報に係る相談を受けたときは、適切に対応しなければならな

い。 

４ 通報受付窓口以外の構成員が、コンプライアンス事案に関する相談ないし通報を

受けたときは、当該構成員は、当該相談者ないし通報者の意向に配慮し、適切かつ
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誠実に対応するものとする。この場合の対応には、相談・通報を行った構成員に対

し、通報受付窓口ないし他の規程等に基づく通報受付窓口に通報するよう助言する

ことや、又は通報を受けた構成員が自ら通報受付窓口ないし他の規程等に基づく通

報受付窓口に連絡することを含む。 

(検討の実施) 

第１５条 最高管理責任者は、前条第１項に規定する通報の報告を受けたときは、統

括管理責任者と協議の上、速やかに当該通報に係る事実関係について調査を実施す

るか否かの検討を行い決定するものとする。 

２  通報受付窓口責任者を兼ねる統括管理責任者は、前項のうち、通報に係る調査を

実施するか否かの検討結果を、通報受付窓口が通報を受けた日から起算して原則 

２０日以内に、当該通報者に対し通報受付窓口を通じて通知するものとする。この

場合において、調査を実施しないこととしたときは、その理由を付して通知するも

のとする。ただし、当該通報者が匿名であって連絡先が不明の場合には、この通知

は行わないものとする。 

（調査の実施） 

第１６条 最高管理責任者は、前条の検討の結果、当該コンプライアンス事案について

調査が必要であると認めたときは、調査の対象となる各部局ないし構成員に対して関

係資料の提出や報告等を指示し聴き取りを行い、その他の調査を行うために必要な事

項を実施するものとする。 

２ 最高管理責任者は、前項の調査に当たって必要と認めた時は、統括管理責任者に調

査を実施するよう指示し、又は調査委員会(以下「委員会」という。)を設置し、ある

いは統括管理責任者を通じて推進責任者に調査を実施するよう指示することができ

る。 

３ 前項の調査を実施する委員会の委員ないし推進責任者に対し、通報者を特定しうる

情報を伝える必要がある場合には、最高管理責任者は、当該事案に関する通報対応業

務従事者として書面により指定するものとする。 

４ 前項により通報対応業務従事者に指定された者は、第１２条に定めた義務を負う。 

５ 調査は、事実に基づき公正不偏に実施し、客観性及び公平性を確保する観点から、

必要に応じて専門的な知見を有する学外者の参画を得ることができる。 

６ 調査にあたっては、調査の端緒が通報であることや、通報者が特定される情報を開

示しないよう、十分配慮しなければならない。ただし、当該情報を伝えないと調査、

是正が困難な場合であって当該情報を開示することに通報者の同意がある場合、その

他正当な理由がある場合は、調査に必要な範囲で当該情報を開示することができる。 

７ 第２項で調査を実施することとなった者は、速やかに調査を行い、その調査結果を

統括管理責任者に報告しなければならない。 

８ 前項の報告を受けた統括管理責任者は、最高管理責任者に報告しなければならない。 

９ 学生に係る調査については、教育的な配慮に立ちつつ、適切に調査を実施するもの

とする。 
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１１ 第２項の委員会に関し必要な事項は、別に定める。 

(協力義務) 

第１７条 構成員並びに各部局は、調査に際して協力を求められたときは、当該調査に

協力することとする。 

(是正措置等)  

第１８条 学園は、第１６条の調査の結果、コンプライアンス違反の事実が明らかにな

ったときは、是正措置、再発防止措置等(以下「是正措置等という。」)を講じること

とする。 

２  前項の場合、コンプライアンス違反を行った者及び関与した者等に対しては、法令

及び就業規則等に従って厳正な処分を行う。 

３  前項の違反者ないし関与者等が学生である場合は、教育的な配慮に立ちつつ、その

結果に基づき、必要な処分や教育指導を行う。 

４  第１項において法令違反が認められた場合、必要に応じて、関係行政機関への報告

を行う。 

(調査結果等の通知) 

第１９条 調査及び是正措置等が終了した後、学園は通報者に対し、通報受付窓口を

通じ必要に応じて調査結果と是正措置を通知する。ただし、匿名の通報であって連

絡先が不明の場合を除く。 

（被通報者等への配慮） 

第２０条 学園は、第１８条第４項又は前条の規定による関係行政機関への報告又は通

報者への通知を行うときは、当該事案の調査に協力した者等の名誉、プライバシー等

を侵害することのないように配慮することとする。 

２ 学園は、通報に係る事実がないことが判明した場合において、被通報者の名誉が害

されたと認めるときは、事実関係の公表その他名誉を回復するために必要な措置を講

じるものとする。 

（解雇等の禁止） 

第２１条 学園は、通報を行ったこと、通報に係る当該事案の調査に協力したことを理

由として、当該事案の通報者ないし調査協力者（以下「通報者等」という。）につい

て解雇（派遣契約その他契約に基づき学園の業務に従事する者にあっては、当該契約

の解除）、退学、その他不利益な取り扱いを行ってはならない。 

（不利益の禁止） 

第２２条 構成員は、通報者等に対し、通報を行ったこと、通報に係る当該事案の調査

に協力したことを理由として、嫌がらせ、不利益な取扱い等を行ってはならない。 

２ 学園は、通報を行ったこと、通報に係る当該事案の調査に協力したことを理由とし

て、通報者等の職場環境ないし在学環境が悪化することがないよう、適切な措置を講

ずることとする。 

３ 学園は、通報者等を検索した者、又は通報者等への嫌がらせや不利益な取り扱い等

を行った者に対して、就業規則等に従って厳正に対処する。 
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（秘密の保持） 

第２３条 最高管理責任者、統括管理責任者、推進責任者、通報受付窓口責任者、通報

受付管理者、通報受付担当者、その他通報に関わった構成員は、関係者の名誉、プラ

イバシーその他の人権を尊重するとともに、通報の内容、事実関係の調査から得られ

た個人情報等の知り得た秘密を、正当な理由なく他に漏らしてはならない。 

(利益相反の排除) 

第２４条 通報の処理に関与する者は、自らが関係する通報の処理に関与してはならな

い。 

 (調査結果の公表) 

第２５条 学園は、第１６条に規定する調査の結果、コンプライアンス違反の存在が認

められた場合、当該事案の社会的な影響並びにコンプライアンス違反の発生により被

害を受けた者、通報者等の人権を尊重した上で、必要に応じ適宜かつ適切な方法によ

り、調査結果等について公表するものとする。 

 

第５章 雑則  

（事務）  

第２６条 この規程に関する事務は、関係する各部等の協力を得て、総務人事部におい

て処理する。 

(規程の改廃) 

第２７条 この規程の改廃は、理事会の議を経て理事長が定める。 

（雑則） 

第２８条 この規程に定めるもののほか，コンプライアンスの推進等に関し必要な事項

は、別に定める。 

 

 附 則  

１.この規程は，令和４年６月１日から施行する。 

２.この規程の制定に伴い、学校法人青葉学園における公益通報に関する規程を廃止す

る。 



別紙様式第 1号（第 13条関係） 

                            通報日： 令和    年    月    日 

 

通 報 シ ー ト  

【通報者】 
 

部局等  氏  名  

 

 

【通報内容】あなたが認めた（あるいは、そうだと考える）ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事案について以下に記入してください。 

1 被通報者 

部局等  

 

 

氏  名  

* ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事案を行っているとあなたが認めた（考える）構成員の所属及び氏名を記入してください。 

複数名いるときは、全員について記入してください。 

 

2 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事案の内容(できる限り具体的に記載し、書ききれないときは、裏面又は別紙に記入してください。)  

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事案は  ☐生じている   ☐生じようとしている  ☐その他 

〔                      〕 

 

いつ：

〔                                                                                  〕 

 

どこで：

〔                                                                                 〕 

 

何が(誰が)：

〔                                                                                  〕 

 

何のために：

〔                                                                               〕 

 

どのように：

〔                                                                               〕 

 

生じている又は生じようとしている 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事案を知った経緯 

日時： 令和    年    月    日     時    分頃 

☐ 目撃した   ☐ 伝え聞いた   ☐ その他〔                                           〕 

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事案に対する意見・コメント等 

 

 

特記 

事項 

 

資料（証拠書類等）の有無  

☐ 有 →〔 ☐ 書面   ☐ 録音   ☐ 電子ファイル   ☐ その他（              ） 〕  ☐ 無 

通報受付窓口 

担当者 

受付年月日 

   年  月  日 

 

番号 

第   号 

 

担当者印 

 

 



 
3 他にｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ事案の内容を 
知っていると思われる者 
 

 
 
 

4 通報受付窓口担当者又は調査実施者等との連絡方法（希望する連絡方法を指定してください。複数選択可。） 

☐ メール 

（アドレス：                                     ） 

 

☐ 封書 

（あて先：                                       ） 

 

☐ 面談 

（希望する場所：                                 ） 

 

☐ 電話 

（電話番号：                                     ） 

 

 

 

* 通報する場合は、虚偽の通報、個人的利益を図る通報、他人を誹謗中傷する通報及びその他不正の目的を 

  もった通報をしてはなりません。 

* 分かる範囲内で記入してください。全ての欄を埋める必要はありません（氏名、連絡先を除く）。また、できるだ

け具体的に記入してください。 

* 匿名で通報された場合は，調査結果等の通知ができず、また事実関係の調査を十分に行えない可能性があり 

ます。 
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